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朝の駅頭キャンペーン 継続中！

平成２７年第１回都議会定例会が、

3

月２７日に閉会しました。
今定例会では、舛添知事初の本格予算と
なる平成２７年度予算案などに対して、
様々なテーマの議論を行いました。
都議会民主党は、東京オリンピック・パ

ラリンピックの大会計画や子育て環境の整
備、非正規などの雇用対策、地域包括ケア
システムの構築、耐震化などの課題につい
て、積極的に質疑・提案を行いました。

平成２５年度の都内の被保護世帯数は２２万
世帯と１５年で倍増し、毎年増え続けています。
また、格差の固定化が危惧されていることか
ら、都議会民主党は、格差是正の取り組みが、
東京の持続的成長にもつながる、最も重要な課
題の一つだと訴えました。
舛添知事は、格差が固定化し、再チャレンジ

もできない社会とならないよう、非正規雇用の
正規化や高校中退者の就職への支援、子育てと
仕事の両立などの課題に、積極的に取り組むと
答弁しました。
さらに、都議会民主党は、親から子へと貧困

が連鎖している現状を断ち切ることが極めて重
要だと強く求めました。
知事は、貧困が世代を超えて連鎖をすること
のないよう、区市と連携して、生活困窮者に対
する総合的な支援体制の整備を進め、子どもの
進学支援など様々な施策を一層推進すると答え
ました。
都議会民主党は引き続き、格差是正や貧困の
連鎖を断ち切る取り組みを進めてまいります。

舛添知事は２０１７年度末までに都内で４万
人分の保育サービスを供給すると述べています。
都議会民主党は、生産年齢人口の都内流入の

進展や共働き世帯の増加などで、待機児童が解
消しないのではないかと懸念し、いかに取り組
むのかを質問しました。
舛添知事は、様々な保育サービス支援策の実

施に加えて、２０１５年度は保育士のキャリア
アップを新たに始めるなど、待機児童の解消に
向け、区市町村と連携し、全力で取り組むと答
弁しました。

都議会民主党は、東京大会が五年後に迫る中、
障害者がスポーツに親しむ施設を増やすべきだ
と考え、パラリンピックの開催に向け、障害者
も利用しやすいスポーツ施設ガイドラインを作
るなど、身近な施設でスポーツが楽しめる機会
をつくるべきと訴えました。
都は、区市町村が行うスポーツ施設のバリア
フリー化を支援するとともに 、障害者の利用に
際し施設管理者が配慮すべき点をまとめたマ
ニュアルを作成、周知すると答弁しました。

２０２０年ロンドン大会では、将来的な見通
しが立つ競技会場のみを恒久施設として整備し
ました。
都議会民主党は 、カヌースラローム会場や海

の森水上競技場は、周辺との一体的な運営や
様々な後利用を検討し、持続可能な施設とすべ
きと訴えました。
都は、大会後にカヌースラローム会場が賑わ
いの拠点となり、海の森水上競技場は広く都民
に親しまれる持続可能な施設として活用される
よう整備すると答えました 。
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児童相談所など関係機関は、虐待に的
確に対応するよう努力していますが死亡
例も発生しています。
そこで都議会民主党は、虐待や事故等
で、これ以上尊く幼い命が失われないよ
う、子どもの命を守る取り組みを進めて
いくべきと訴えました。
舛添知事は 、関係機関の力を束ね、全
力を挙げて取り組んでいくと述べるとと
もに、子どもの事故防止には、家庭にお
ける危険の注意喚起や、事業者等と連携
して安全な商品の普及などを進めていく
と答弁しました。

小学校では、不登校やいじめ、発達障
害、虐待など、個別に支援が必要な児童
に学校や関係機関、地域が連携しながら
学習指導やサポートを行っています。
都議会民主党は、学校における問題の

解決に向けて、家庭状況を把握し、児童
を見守るなど個別支援を推進すべきと訴
えました。
都は、不登校や虐待など学校だけでは

解決が困難な問題に直面しているとして、
区市町村におけるスクールソーシャル
ワーカーの配置を拡充するなど、外部人
材を活用した児童への個別支援を充実さ
せると答弁しました。

私たち都議会民主党は、就職氷河期世
代と呼ばれる現在の中高年においては、
正規雇用と非正規雇用との賃金格差も大
きく、手厚い支援が必要であると考えて
います。

そこで、不本意非正規労働者の正規雇
用化に向けた都の取り組み強化を舛添知
事に訴えました。
知事は、明るい気持ちで生活するには

安定した職業で生活基盤を築くことが第
一であり、非正規が働く人の３分の１を
超えている現状は尋常でないと述べ、不
本意非正規者を２０２２年に半減させる
と答弁しました。

改正前は、音の種類を問わず騒音を規
制していたため、保育園の子どもの声も
規制されることが問題でした 。
そこで改正後は、保育園等の子どもの

声を数値規制から除外し、受忍限度で総
合的な判断を行うこととなりました。
都議会民主党は、今回の改正で、子ど

もがのびのびと育つ子育て環境整備を進
めるよう求めました。
知事は、相互の理解を深め、信頼関係

を構築することが大事、とし、話し合い
やコミュニケーションを通じて騒音問題
の解決に資する制度とする、と答弁しま
した。

国内資源が乏しく、エネルギーの大部
分を海外の化石燃料に依存している我が
国にとって、多様な資源から製造できる
水素の普及は、エネルギーの安全保障の
面から有望です。
水素自動車の普及には、ステーション

整備が不可欠ですが、燃料電池車の普及
初期には経営も安定しないため、しっか
りと支援する必要があると主張しました。
都は、本格的な普及には水素ステー
ションの整備促進が必要であるとした上
で、国補助と合わせ、設置・運営費負担
を軽減する都独自の補助制度を創設する
と答弁しました。


